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１１．一般会計の予算規模．一般会計の予算規模

①①①① 平成平成平成平成２５２５２５２５年度当初予算案年度当初予算案年度当初予算案年度当初予算案 ４４４４，，，，５５１５５１５５１５５１億億億億３９３９３９３９百万円百万円百万円百万円

[ ２４年度当初予算比 △１５５億４２百万円 △３．３％ ]

②②②② 平成平成平成平成２２２２４４４４年度年度年度年度２２２２月補正予算月補正予算月補正予算月補正予算案案案案 ３２７３２７３２７３２７億億億億７４７４７４７４百万円百万円百万円百万円

①①①① ＋＋＋＋ ②②②② ４４４４，，，，８７９８７９８７９８７９億億億億１３１３１３１３百万円百万円百万円百万円

[ ２４年度当初予算比 ＋１７２億３２百万円 ＋３．７％ ]

１１１１

（注） ２５年度当初＋２４年度２月補正の予算規模と比較するため、２１年度は、当初予算と国の経済危機対策に対応し、６月補正予算及び９月補正予算に計上した事業の予算額合計を記載しています。

一般会計予算規模の推移

4,5514,5514,5514,5514,5774,5774,5774,577
4,6534,6534,6534,6534,5894,5894,5894,589 4,9574,9574,9574,9574,6224,6224,6224,6224,6194,6194,6194,6194,7904,7904,7904,7904,9864,9864,9864,986

4,5634,5634,5634,563
△3.6%△3.6%△3.6%△3.6% 0.1%0.1%0.1%0.1%△0.8%△0.8%△0.8%△0.8%0.5%0.5%0.5%0.5%△0.5%△0.5%△0.5%△0.5%△1.0%△1.0%△1.0%△1.0%0.3%0.3%0.3%0.3%0.0%0.0%0.0%0.0%△0.7%△0.7%△0.7%△0.7%△1.1%△1.1%△1.1%△1.1%△1.8%△1.8%△1.8%△1.8% 3.73.73.73.7%%%%

△2.2%△2.2%△2.2%△2.2%3.4%3.4%3.4%3.4%
△6.1%△6.1%△6.1%△6.1%

8.0%8.0%8.0%8.0%△0.7%△0.7%△0.7%△0.7%△3.9%△3.9%△3.9%△3.9%△5.7%△5.7%△5.7%△5.7% 0.1%0.1%0.1%0.1%
-2,000-1,00001,0002,0003,0004,0005,0006,0007,000

H16 H17 H18 H19 H20 H2 １ H22 H23 H24 H25
H16 H17 H18 H19 H20 H2１ H22 H23 H24 H25

補正予算（経済対策）補正予算（肉付け）本県予算規模本県予算伸び率地財計画伸び率（億円）
4,8124,8124,8124,812６６６６月補正月補正月補正月補正59595959 4,7074,7074,7074,707 4,8794,8794,8794,879４４４４月補正月補正月補正月補正3333６６６６月補正月補正月補正月補正232232232232 ＨＨＨＨ２４２４２４２４２２２２月補正月補正月補正月補正3283283283284,6204,6204,6204,620６６６６月補正月補正月補正月補正189189189189９９９９月補正月補正月補正月補正148148148148

（知事選挙）（知事選挙） 当初予算案＋Ｈ２４　２月補正予算案国の緊急経済対策に関連する事業当初予算＋６月・９月補正予算国の経済危機対策に関連する事業の予算額のみ記載



２２．歳入予算の概要．歳入予算の概要

◆◆◆◆２５２５２５２５年度当初予算年度当初予算年度当初予算年度当初予算のののの主主主主なななな一般財源一般財源一般財源一般財源（（（（県税等県税等県税等県税等、、、、地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税、、、、臨時財政臨時財政臨時財政臨時財政

対策債等対策債等対策債等対策債等のののの合計合計合計合計））））はははは、、、、△△△△６０６０６０６０億円億円億円億円のののの減減減減。。。。

◆◆◆◆国国国国のののの緊急経済対策緊急経済対策緊急経済対策緊急経済対策にかかるにかかるにかかるにかかる補正予算補正予算補正予算補正予算をををを最大限活用最大限活用最大限活用最大限活用することからすることからすることからすることから、、、、

２２２２月補正月補正月補正月補正をををを含含含含めためためためた国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金総額総額総額総額はははは＋＋＋＋１８６１８６１８６１８６億円億円億円億円のののの増増増増。。。。

２２２２

（単位：百万円、％）平成２５年度 平成２４年度当初予算案Ａ ２月補正案Ｂ 増 減 額 増 減 率１ 県 税 100,700 0 100,700 102,800 ▲2,100 ▲2.0 ２ 地方消費税清算金 20,398 0 20,398 21,960 ▲1,562 ▲7.1 ３ 地 方 譲 与 税 17,830 0 17,830 17,283 547 3.2 うち地方法人特別譲与税 16,184 0 16,184 15,427 757 4.9 ４ 地 方 特 例 交 付 金 500 0 500 500 0 0.0 ５ 地 方 交 付 税 144,000 0 144,000 146,900 ▲2,900 ▲2.0 ６ 交通安全対策特別交 付 金 400 0 400 400 0 0.0 ７ 分担金及び負担金 581 138 719 860 ▲141 ▲16.4 ８ 使用料及び手数料 5,640 0 5,640 5,641 ▲1 ▲0.0 ９ 国 庫 支 出 金 65,042 17,806 82,848 64,211 18,637 29.0 １０ 財 産 収 入 2,173 0 2,173 2,355 ▲182 ▲7.7 １１ 寄 附 金 17 0 17 14 3 22.9 １２ 繰 入 金 19,793 0 19,793 17,964 1,829 10.2 １３ 繰 越 金 500 417 917 500 417 83.5 １４ 諸 収 入 10,655 180 10,835 12,776 ▲1,941 ▲15.2 １５ 県 債 66,910 14,233 81,143 76,517 4,626 6.0 １６ うち臨時財政対策債 42,000 0 42,000 42,000 0 0.0 455,139 32,774 487,913 470,681 17,232 3.7 うち主要な一般財源（１～５、１６） 325,428 0 325,428 331,443 ▲6,015 ▲1.8 計

区　　　　　　　分 平 成 ２ ４ 年 度予 算 額 比 較Ａ＋Ｂ



県県県県 税税税税 等等等等

・２５年度の県税収入は、個人所得の減少等による個人県民税の減収

（△３２２）や市町村への税源移譲によるたばこ税の減収（△９１３）を

はじめとして、ほとんどの税目で２４年度予算を下回る見込み。

・地方譲与税は、地方法人特別譲与税の増加（＋７５７）により増。

県税 １００，７００［１０２，８００］ △２，１００ △２．０％

地方消費税清算金 ２０，３９８［ ２１，９６０］ △１，５６２ △７．１％

地方譲与税 １７，８３０［ １７，２８３］ ＋ ５４７ ＋３．２％

計 １３８，９２８[ １４２，０４３]  △３，１１５ △２．２％

ＨＨＨＨ２５２５２５２５当初予算当初予算当初予算当初予算 １３８１３８１３８１３８，，，，９２８９２８９２８９２８［１４２，０４３］ △△△△３３３３，，，，１１５１１５１１５１１５ △△△△２２２２．．．．２２２２％％％％

３３３３

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税＋＋＋＋

臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債
ＨＨＨＨ２５２５２５２５当初予算当初予算当初予算当初予算 １８１８１８１８６６６６，，，，００００００００００００［１８８，９００］ △△△△２２２２，，，，９００９００９００９００ △△△△１１１１．．．．５５５５％％％％

・地方財政計画と同様、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税は

２４年度より減少する見通し。

地方交付税 １４４，０００［１４６，９００］ △２，９００ △２．０％

臨時財政対策債 ４２，０００［ ４２，０００］ ０ ０．０％

計 １８６，０００[１８８，９００] △２，９００ △１．５％

国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金

・国の緊急経済対策にかかる補正予算を最大限活用することから、２月補正

を含めた国庫支出金総額は増加。

ＨＨＨＨ２５２５２５２５当初予算当初予算当初予算当初予算 ６５６５６５６５，，，，０４２０４２０４２０４２

ＨＨＨＨ２４２４２４２４ ２２２２月補正月補正月補正月補正 １７１７１７１７，，，，８０６８０６８０６８０６

計計計計 ８２８２８２８２，，，，８４８８４８８４８８４８ ［６４，２１１］ ＋＋＋＋１８１８１８１８，，，，６３７６３７６３７６３７ ＋＋＋＋２９２９２９２９．．．．００００％％％％

単位：百万円、［ ］内は２４年度当初予算額



４４４４

繰繰繰繰 入入入入 金金金金

・後期高齢者保険料の増加を抑制するための交付金を、後期高齢者医療広

域連合に交付するため、後期高齢者医療財政安定化基金からの繰入金

（729）を計上。

・２１年度国補正予算等を活用して造成又は積み増しを行った各種基金から

の繰入金は、基金を財源とした事業の一部が、２４年度で事業期間を終了し

たこと等により減少。

（基金繰入金増減額<主なもの>）

医療施設耐震化促進基金（△1,229）、子宮頸がん予防ﾜｸﾁﾝ等接種緊急促進基金（△986）、
障害者自立支援対策等臨時特例基金（△364）、妊婦健康診査支援基金（△345）、

地域医療再生基金（＋742）、安心こども基金（＋636）、

緊急雇用創出事業臨時特例基金（＋225）

ＨＨＨＨ２５２５２５２５当初予算当初予算当初予算当初予算 １９１９１９１９，，，，７９３７９３７９３７９３［１７，９６４］ ＋＋＋＋１１１１，，，，８２９８２９８２９８２９ ＋＋＋＋１０１０１０１０．．．．２２２２％％％％

県県県県 債債債債

ＨＨＨＨ２５２５２５２５当初予算当初予算当初予算当初予算 ６６６６６６６６，，，，９１０９１０９１０９１０

ＨＨＨＨ２４２４２４２４ ２２２２月補正月補正月補正月補正 １４１４１４１４，，，，２３３２３３２３３２３３

計計計計 ８１８１８１８１，，，，１４３１４３１４３１４３ ［７６，５１７］ ＋＋＋＋４４４４，，，，６２６６２６６２６６２６ ＋＋＋＋６６６６．．．．００００％％％％

・投資的経費の財源に充てる通常債については、今後の公債費負担の軽減

を図るため、出来る限り発行を抑制。

・県債の発行にあたっては、極力、交付税措置がある有利な地方債を活用。

２５年度末県債残高見込み １０，８４９億円 （対２４年度末比 ＋５０億円）

うち交付税措置分 ６，５６１億円 （６０．５％）

諸諸諸諸 収収収収 入入入入

・ ２４年度当初予算において、２３年度末をもって解散した(財)なら・シルクロー

ド博記念国際交流財団の残余財産の一部について、県への寄附を予算計

上したこと等により、２５年度は前年度に比べ減少。

ＨＨＨＨ２５２５２５２５当初予算当初予算当初予算当初予算 １１１１００００，，，，６５５６５５６５５６５５

ＨＨＨＨ２４２４２４２４ ２２２２月補正月補正月補正月補正 １８０１８０１８０１８０

計計計計 １０１０１０１０，，，，８３５８３５８３５８３５ ［１２，７７６］ △△△△１１１１，，，，９４１９４１９４１９４１ △△△△１５１５１５１５．．．．２２２２％％％％

単位：百万円、［ ］内は２４年度当初予算額



３３．歳出予算の概要．歳出予算の概要

◆◆◆◆義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費はははは、、、、公債費公債費公債費公債費がががが増加増加増加増加したもののしたもののしたもののしたものの、、、、人件費人件費人件費人件費等等等等がががが減少減少減少減少したことしたことしたことしたこと

によりによりによりにより、、、、△△△△５２５２５２５２億円億円億円億円のののの減減減減。。。。

◆◆◆◆投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費はははは、、、、国国国国のののの緊急経済対策緊急経済対策緊急経済対策緊急経済対策にかかるにかかるにかかるにかかる補正予算補正予算補正予算補正予算をををを最大限活用最大限活用最大限活用最大限活用

したことによりしたことによりしたことによりしたことにより、、、、２２２２月補正予算月補正予算月補正予算月補正予算をををを含含含含めためためためた総額総額総額総額はははは、、、、＋＋＋＋９６９６９６９６億円億円億円億円のののの増増増増。。。。

◆◆◆◆一般施策経費一般施策経費一般施策経費一般施策経費はははは､､､､「「「「（（（（仮称仮称仮称仮称））））地域地域地域地域・・・・経済活性化基金経済活性化基金経済活性化基金経済活性化基金」」」」をををを新設新設新設新設したことしたことしたことしたこと

等等等等にににによりよりよりより、、、、２２２２月補正予算月補正予算月補正予算月補正予算をををを含含含含めためためためた総額総額総額総額はははは、、、、＋＋＋＋１２９１２９１２９１２９億円億円億円億円のののの増増増増。。。。

５５５５

（単位：百万円、％）当初予算案Ａ ２月補正案Ｂ 予算額 増 減 額 増 減 率155,443 0 155,443 161,282 ▲5,839 ▲3.6 う ち 退 職 手 当 18,160 0 18,160 20,560 ▲2,400 ▲11.7 う ち 退職 手当 以外 137,283 0 137,283 140,722 ▲3,439 ▲2.4 13,853 0 13,853 13,964 ▲111 ▲0.8 79,109 0 79,109 78,328 781 1.0 248,405 0 248,405 253,574 ▲5,169 ▲2.0 50,593 26,644 77,237 62,043 15,194 24.5 補 助 事 業 31,634 22,189 53,823 41,906 11,917 28.4 うち一般公共事業費 24,501 20,264 44,765 32,850 11,915 36.3 補助建設事業費 7,133 1,925 9,058 9,056 2 0.0 単 独 事 業 11,278 177 11,455 10,808 647 6.0 うち単独公共事業費 4,373 86 4,459 4,103 356 8.7 単独建設事業費 6,905 91 6,996 6,705 291 4.3 国直轄事業費負担金 6,467 4,098 10,565 7,511 3,054 40.7 受 託 事 業 1,214 180 1,394 1,818 ▲424 ▲23.3 8,023 458 8,481 14,125 ▲5,644 ▲40.0 58,616 27,102 85,718 76,168 9,550 12.5 15,713 18 15,731 16,525 ▲794 ▲4.8 3,248 0 3,248 3,038 210 6.9 108,890 215 109,105 108,781 324 0.3 う ち 県税 交付 金等 21,080 0 21,080 21,987 ▲907 ▲4.1 165 0 165 611 ▲446 ▲72.9 1,871 0 1,871 2,189 ▲318 ▲14.5 13,023 5,439 18,462 5,853 12,609 215.4 5,108 0 5,108 3,842 1,266 33.0 100 0 100 100 0 0.0 148,118 5,672 153,790 140,939 12,851 9.1 455,139 32,774 487,913 470,681 17,232 3.7 

平成２５年度

予 備 費計

区　　　　　分義務的経費
投資的経費
一般施策経費 補 助 費 等出 資 金貸 付 金積 立 金

人 件 費扶 助 費
平成２４年度 平成２４年度 比 較Ａ＋Ｂ

合　　　　計

計

公 債 費計

維 持 補 修 費
繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費
災 害 復 旧 事 業 費物 件 費



６６６６

単位：百万円、［ ］内は２４年度当初予算額

ＨＨＨＨ２５２５２５２５当初予算当初予算当初予算当初予算 ５０５０５０５０，，，，５９３５９３５９３５９３

ＨＨＨＨ２４２４２４２４ ２２２２月補正月補正月補正月補正 ２６２６２６２６，，，，６４４６４４６４４６４４

計計計計 ７７７７７７７７，，，，２３７２３７２３７２３７ ［６２，０４３］ ＋＋＋＋１５１５１５１５，，，，１９４１９４１９４１９４ ＋＋＋＋２４２４２４２４．．．．５５５５％％％％

普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費

・県土をマネジメントする考え方を取り入れ、「選択と集中」による社会資本の

整備・管理や安全・安心な県土の整備を推進。

・ 幹線道路ネットワークの形成（西名阪自動車道の大和まほろばスマートＩＣ等）

・ 大宮通りを軸とした拠点施設の整備（奈良公園や平城宮跡周辺等の魅力向上）

・ 道路ストックの総点検、 緊急合同点検に基づく通学路の安全対策 など

・紀伊半島大水害からの復旧・復興の取組を推進。

・ 紀伊半島アンカールートの整備促進、河川堆積土砂の処分、新しい集落づくり など

・地域が元気を取り戻し、地域の経済が目に見えて活性化するような事業に、

国の補正予算で措置された「地域の元気臨時交付金」を積極的に活用。

〔活用事業〕

奈良公園の魅力向上（県庁舎のレストラン、カフェ・コンビニの設置、

新公会堂のライトアップ）、農業総合センターの整備、中部地域庁舎の再配置

人件費人件費人件費人件費

・職員定数の削減、共済費の減等により、２４年度予算に比べ減少。なお、

従前から行っている自主的な給与抑制措置は引き続き実施。

定員適正化計画の実行 △１６人（一般行政部門（公社・事業団含む）△１１人、水道部門△５人）
・退職手当は、官民均衡を図るため、支給水準を引き下げたことにより減少。

ＨＨＨＨ２５２５２５２５当初予算当初予算当初予算当初予算 １１１１５５５５５５５５，，，，４４３４４３４４３４４３［１６１，２８２］ △△△△５５５５，，，，８８８８３９３９３９３９ △△△△３３３３．．．．６６６６％％％％退職手当退職手当退職手当退職手当 １８１８１８１８，，，，１６０１６０１６０１６０［ ２０，５６０］ △△△△２２２２，，，，４００４００４００４００ △△△△１１１１１１１１．．．．７７７７％％％％退職手当以外退職手当以外退職手当以外退職手当以外 １１１１３７３７３７３７，，，，２８３２８３２８３２８３［ １４０，７２２］ △△△△３３３３，，，，４３９４３９４３９４３９ △△△△ ２２２２．．．．４４４４％％％％

公債費公債費公債費公債費

ＨＨＨＨ２５２５２５２５当初予算当初予算当初予算当初予算 ７７７７９９９９，，，，１０９１０９１０９１０９［７８，３２８］ ＋＋＋＋７８１７８１７８１７８１ ＋＋＋＋１１１１．．．．００００％％％％

うちうちうちうち 元金元金元金元金 ６６６６２２２２，，，，２４２２４２２４２２４２ 利子利子利子利子 １１１１６６６６，，，，８６７８６７８６７８６７

・臨時財政対策債（元利償還費全額が交付税措置）の償還が増加することなど

により、２４年度と比べ増加。

災害復旧事業費災害復旧事業費災害復旧事業費災害復旧事業費

・紀伊半島大水害により被災した公共土木施設等の復旧は、概ね順調に進捗

していることから、減少。

ＨＨＨＨ２５２５２５２５当初予算当初予算当初予算当初予算 ８８８８，，，，０２３０２３０２３０２３

ＨＨＨＨ２４２４２４２４ ２２２２月補正月補正月補正月補正 ４５８４５８４５８４５８

計計計計 ８８８８，，，，４８１４８１４８１４８１ ［１４，１２５］ △△△△５５５５，，，，６４４６４４６４４６４４ △△△△４０４０４０４０．．．．００００％％％％



７７７７

単位：百万円、［ ］内は２４年度当初予算額

物件費物件費物件費物件費

・ 漢方プロジェクトの推進、県産農産物の首都圏におけるセールスの強化、

「健康ステーション」の設置、ドクターヘリの導入検討、地域トレーニングセ

ンター機能の構築検討など、主要な政策課題に積極的に対応。

ＨＨＨＨ２５２５２５２５当初予算当初予算当初予算当初予算 １１１１５５５５，，，，７１３７１３７１３７１３

ＨＨＨＨ２４２４２４２４ ２２２２月補正月補正月補正月補正 １８１８１８１８

計計計計 １５１５１５１５，，，，７３１７３１７３１７３１ ［１６，５２５］ △△△△７９４７９４７９４７９４ △△△△４４４４．．．．８８８８％％％％

補助費等補助費等補助費等補助費等

ＨＨＨＨ２５２５２５２５当初予算当初予算当初予算当初予算 １０８１０８１０８１０８，，，，８９０８９０８９０８９０

ＨＨＨＨ２４２４２４２４ ２２２２月補正月補正月補正月補正 ２１５２１５２１５２１５

計計計計 １０９１０９１０９１０９，，，，１０５１０５１０５１０５ ［１０８，７８１］ ＋＋＋＋３２４３２４３２４３２４ ＋＋＋＋００００．．．．３３３３％％％％

・紀伊半島大水害被災地域の再生・再興のため、復興集落づくりの合意形

成への支援、南部地域での高校生合宿支援、第３４回全国豊かな海づくり

大会の開催準備などを実施。

・私立学校教育経常費補助金（6,290）、病院事業費特別会計への補助金

（2,175）、企業立地促進補助金（900）、放課後児童健全育成事業費補助

金（454）、家庭用太陽光発電設備設置補助金（120）など、主要な政策課

題にかかる補助金は積極的に予算化。

・国の社会保障制度に関する経費は、高齢化の進行等により引き続き増加。

（主な社会保障関係経費）

後期高齢者医療関係 １３，８０３［１３，６６９］ ＋１３４ ＋ １．０％

介護給付関係 １３，１５７［１２，７６８］ ＋３８９ ＋ ３．０％

国民健康保険関係 １１，９３３［１１，８０２］ ＋１３１ ＋ １．１％

障害者自立支援給付関係 ４，６３３［ ３，９８７］ ＋６４６ ＋１６．２％

積積積積 立立立立 金金金金

ＨＨＨＨ２５２５２５２５当初予算当初予算当初予算当初予算 １３１３１３１３，，，，０２３０２３０２３０２３

ＨＨＨＨ２４２４２４２４ ２２２２月補正月補正月補正月補正 ５５５５，，，，４３９４３９４３９４３９

計計計計 １８１８１８１８，，，，４６２４６２４６２４６２ ［５，８５３］ ＋＋＋＋１２１２１２１２，，，，６０９６０９６０９６０９ ＋＋＋＋２１５２１５２１５２１５．．．．４４４４％％％％

・ 国の補正予算で措置された「地域の元気臨時交付金」などにより「（仮称）

地域・経済活性化基金」（10,000）を新設。

・国の補正予算等を活用し、２月補正予算において各種基金へ積立。

介護基盤緊急整備等支援基金（370）、介護職員処遇改善等支援基金（229）、

安心こども基金（1,412）、自殺対策緊急強化基金（82）、消費者行政活性化基金（61）、

緊急雇用創出事業臨時特例基金（2,731）、森林整備加速化・林業再生基金（362）、

森林整備地域活動支援基金（192）



４４４４４４４４．．．．財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化にににに向向向向けたけたけたけた主主主主なななな取取取取りりりり組組組組みみみみ．．．．財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化にににに向向向向けたけたけたけた主主主主なななな取取取取りりりり組組組組みみみみ

８８８８

○県税の徴収強化

・税制調査会の設置

・ 政策目標を実現するための課税自主権の活用について検討

・ 経済社会の構造変化に対応した地方税制度について研究

・調査による課税ベースの拡大

県内に事業所等を有する未申告の県外法人に対する調査、申告指導 など

・市町村と連携した協働徴収体制の充実

・ 地方税滞納整理本部（税務課）、地方税滞納整理課（奈良、高田県税事務所）の運営

・ 県税務職員の市町村派遣、直接徴収の実施、税務職員研修の充実、特別徴収の推進

など

・自動車税コールセンターの運営

外部委託による自動車税納税相談体制の充実

・公売の推進

インターネット公売の実施、市町村との合同公売の実施

・県税収納手段の拡大

自動車保有関係手続きのワンストップサービス化の実施（Ｈ２５年３月導入予定）、コンビニ

収納、クレジットカード収納、マルチペイメント収納の実施

○税外収入の確保

・県有施設における自動販売機の設置について、一般競争入札を実施

Ｈ２４ １０施設 → Ｈ２５ ３１施設 （新たに２１施設において実施）

・有料広告等の導入を推進

・ 「県民だより奈良」の裏表紙に広告枠を設定

・ 県公式ホームページにバナー広告枠を設定

・ 自動車税納付通知書発送用封筒の裏面に広告枠を設定

・ 県庁舎（エレベーター、壁面）、橿原文化会館（ホール）、図書情報館（エレベーター、

階段）に広告枠を設定

・ 橿原公苑野球場のネーミングライツ（Ｈ２５年７月～）を募集

・新たに整備される施設等の使用料や新たに実施する事務にかかる手数料の

新設等を実施 【Ｈ２５効果額 １１百万円】

◆使用料

橿原公苑ジョギング＆サイクリングステーション更衣室使用料の新設（４百万円） など

◆手数料

風俗営業許可手数料等の見直し（６百万円） など



９９９９

○県有資産の有効活用

・県有資産を経営的な観点から総合的に管理・活用する「ファシリティマネジ

メント」の推進

・旧耳成高校の活用

○中部地域庁舎の再配置

H２５～Ｈ２６ 改修工事 （Ｈ２７年１月業務開始予定）

集約機関 高田県税事務所、桜井県税事務所、吉野県税事務所、中和福祉事務所、

葛城保健所、桜井保健所、中部農林振興事務所、桜井土木事務所、

宇陀土木事務所（総務部門）

○運動場部分をＪＡならけん（まほろばキッチン）へ貸付

・旧室生高校の活用

○橿原考古学研究所埋蔵文化財収蔵センターを設置し、出土遺物を集約管理

・県有資産の売却

○Ｈ２５売却資産 【Ｈ２５ 売却収入 ４３１百万円】

旧北部農林振興事務所、旧出県営住宅、旧浮孔県営住宅、奈良国際研修館、

小泉職員住宅

○インターネット公売の実施

○未収金対策の強化

・弁護士等の専門家による研修及び個別相談の実施

・民間の債権回収業者等への事務の委託

県立病院の診療収入等

県営住宅使用料（退去者の滞納家賃）

高校奨学金

母子寡婦福祉資金貸付金 など

・償還協力員の配置

母子寡婦福祉資金貸付金

・納付しやすい環境の整備

口座振替の対象者及び実施金融機関を拡大（高校奨学金等）

クレジットカード収納の実施（県立病院）



１１１１００００

・定員適正化計画 △５０人（Ｈ２３～Ｈ２５）の実行

【Ｈ２４→Ｈ２５ △１６人】（一般行政部門（公社・事業団含む）△１１人、水道部門 △５人）
・自主的な給与抑制措置の継続

給与抑制率 知事 △１０％、副知事 △５％、部長・次長級 △３％、課長級 △２％、

主幹・小規模所長級 △０．５％

・官民均衡を図るため、退職手当の支給水準を引き下げ

○人件費の抑制

・事業の新陳代謝の促進【見直し効果額 1,618百万円】

廃止・休止 113事業

主な事業 健康づくりモデル事業（当初の目的を達成し新規事業に発展）、

競技力向上対策事業（他事業との統合） など

その他の見直し 112事業

主な事業 サーバーの統合及びクラウド化によるホームページ運用経費の圧縮、

財務会計システムと予算決算システムの統合による運用管理経費の圧縮

など

・補助先が固定化されている零細補助金の一斉見直し ※法定受託事務除く

○既存事業の見直し

・償還時に地方交付税による財源措置のある、有利な県債を積極的に活用

〔活用例〕

・「全国防災事業債」「緊急防災・減災事業債」を活用し、橋りょう・県立学校施設の耐震化を

促進

・「地域活性化事業債」を活用し、交通信号機のLED化を推進

・「補正予算債」を活用し、スイムピア奈良（新県営プール）や道路・河川の整備を推進

・地方交付税による財源措置がなく、自前で返済が必要な県債の残高を極力抑制

○財源措置のある有利な県債の活用



５５．収支要調整額への対応．収支要調整額への対応

最終的最終的最終的最終的なななな収支収支収支収支のののの要調整額要調整額要調整額要調整額はははは７７７７７７７７億円億円億円億円

（（（（２４２４２４２４年度当初予算年度当初予算年度当初予算年度当初予算：：：：５０５０５０５０億円億円億円億円））））

・・・・特例的特例的特例的特例的なななな県債県債県債県債のののの発行発行発行発行、、、、財政調整基金財政調整基金財政調整基金財政調整基金のののの取取取取りりりり崩崩崩崩しによりしによりしによりしにより調整調整調整調整。。。。

１１１１１１１１

・退職手当債 １５億円（H24 ３４億円）

・地方道路整備臨時貸付金 －億円（H24 ６億円）

特例的特例的特例的特例的なななな県債県債県債県債のののの発行発行発行発行 １５１５１５１５億円億円億円億円 （H24 ４０億円）

財政調整基金財政調整基金財政調整基金財政調整基金のののの取取取取りりりり崩崩崩崩しししし ６２６２６２６２億円億円億円億円 （H24 １０億円）

【２５年度末 財政調整基金残高の見込み】

１２４億円 （H24 １８４億円）

（２５年度中の基金増減）

取り崩し額 △６２億円

積 立 額 ２億円 （運用益）

差 引 △６０億円



１１１１２２２２

【参考資料】

今後の歳入・歳出等の見通し（平成２５年度当初予算案を基に機械的に計算） （単位：億円）歳入（財調・県債基金繰入は含まず） Ａ 4,657 4,474 4,487 4,696 5,012 4,792県税・地方消費税清算金・地方譲与税 1,420 1,389 1,535 1,622 1,748 1,750地方交付税 1,469 1,440 1,458 1,446 1,425 1,442県債 725 654 684 789 1,023 786その他の歳入 1,043 991 810 839 816 814歳出 Ｂ 4,707 4,551 4,578 4,809 5,158 4,964人件費 1,613 1,554 1,544 1,524 1,508 1,485公債費 783 791 808 837 861 873投資的経費 762 586 634 767 987 771その他の歳出 1,549 1,620 1,592 1,681 1,802 1,835要調整額要調整額要調整額要調整額 Ｃ＝ＡＣ＝ＡＣ＝ＡＣ＝Ａ----ＢＢＢＢ ▲50▲50▲50▲50 ▲77▲77▲77▲77 ▲91▲91▲91▲91 ▲113▲113▲113▲113 ▲146▲146▲146▲146 ▲172▲172▲172▲172差差差差　　　　　　　　　　　　引引引引 Ｃ＋ＤＣ＋ＤＣ＋ＤＣ＋Ｄ 0000 0000 ▲76▲76▲76▲76 ▲98▲98▲98▲98 ▲146▲146▲146▲146 ▲172▲172▲172▲172県債残高 ａ 10,799 10,849 10,907 11,049 11,398 11,511うち、交付税で措置される額 ｂ 6,375 6,561 6,693 6,859 7,059 7,271うち、交付税措置以外の額 ａ－ｂ 4,424 4,288 4,214 4,190 4,339 4,240交付税措置の割合 ｂ／ａ×１００ 59.0% 60.5% 61.4% 62.1% 61.9% 63.2%
 【 【 【 【２６２６２６２６年度以降年度以降年度以降年度以降のののの試算方法試算方法試算方法試算方法】】】】

50 77 15 0 015

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

［歳入］　　・県税、地方消費税清算金　　　　　　　　　　　　 内閣府「経済財政の中長期試算（平成24年8月）」の名目経済成長率（慎重シナリオ）　　　　　　　　　　　　 を参考に試算　　　　　　　　　　　　 税率はH25の税率に基づき試算（地方消費税はH26以降の税率引き上げを反映）　　・地方交付税　　　　 地方財政計画（総務省）を参考に試算　　・県債　　　　　     臨時財政対策債は、H26年度以降はH25予算案と同額(420億円)で推移　　　　　　　　　　     その他は歳出連動　　・その他の歳入　     一般財源は25年度同額（可能なものは個別積算）、特定財源は歳出連動［歳出］　　・人件費（給与費）　職員数は、定員適正化計画（H26年4月の定員をH23年4月に比べ△50人）を達成　　　　　　　　　　　　退職手当は個別推計　　・公債費　　　　　　既発債の公債費に今後の県債発行に伴う公債費を加算　　・投資的経費　　　　災害関連は個別積算　　　　　　　　　　　　その他は25年度同額（可能なものは個別積算）　　・その他の歳出　　　可能なものは個別積算（社会保障関係経費は厚生労働省発表（平成24年3月）の「社会　　　　　　　　　　　　保障に係る費用の将来推計」を参考に推計）　　　　　　　　　　　　その他は25年度同額　　※Ｄ欄のH26・27は、退職手当債等の特例的な県債をH25と同程度発行できると仮定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（退職手当債はH27まで発行可能）

Ｄ

区　　分

特例的な県債の発行（※）

２８年度

財政調整基金、県債管理基金取り崩し

２４年度



単位：億円（構成比　％）
人件費1,554(31.9)

扶助費　139(2.8)公債費　791(16.2)投資的経費857(17.6)
補助費等1,091(22.4)

積立金　185(3.8)繰出金　51(1.0）物件費その他　211(4.3)

歳　　出

4,879億円

１１１１３３３３

一般会計歳入・歳出（性質別）の内訳

県　税　1,007(20.6) 地方消費税清算金　　　　　　204(4.2)
地方譲与税　　　178(3.7)地方特例交付金　　　 　 5(0.1)地方交付税　1,440(29.5)使用料及び手数料　56(1.2)

国庫支出金　828(17.0)
繰入金　198(4.1)諸収入　109(2.2) 県　債　812(16.6)

その他　42(0.8)
歳　　入

4,879億円

単位：億円（構成比　％）
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単位：億円（構成比　％）
教育費　1,141(23.4)
公債費　792(16.2)健康福祉費761(15.6)県土マネジメント費663(13.6)

警察費306(6.3)
農林水産業費　170(3.5)地域振興費　164(3.4)医療政策費　140(2.9)雇用政策費　62(1.3)くらし創造費　50(1.0) 産業振興費　43(0.9)その他　13(0.2)

歳　　出

4,879億円

総務費277(5.7)諸支出金　212(4.3)
災害復旧費　85(1.7)

一般会計歳出（目的別）の内訳 （単位：百万円、％）増 減 額 増 減 率１ 議 会 費 1,199 0 1,199 1,222 ▲23 ▲1.9 ２ 総 務 費 27,689 12 27,701 18,263 9,438 51.7 ３ 地 域 振 興 費 16,413 0 16,413 17,815 ▲1,402 ▲7.9 ４ 健 康 福 祉 費 73,675 2,391 76,066 73,838 2,228 3.0 ５ 医 療 政 策 費 13,879 132 14,011 18,479 ▲4,468 ▲24.2 ６ く ら し 創 造 費 3,604 1,423 5,027 5,651 ▲624 ▲11.0 ７ 雇 用 政 策 費 3,770 2,410 6,180 3,212 2,968 92.4 ８ 農 林 水 産 業 費 13,804 3,210 17,014 15,133 1,881 12.4 ９ 産 業 振 興 費 4,209 56 4,265 4,406 ▲141 ▲3.2 １０ 県土マネジメント費 44,025 22,318 66,343 50,737 15,606 30.8 １１ 警 察 費 30,266 302 30,568 29,841 727 2.4 １２ 教 育 費 114,037 62 114,099 116,945 ▲2,846 ▲2.4 １３ 災 害 復 旧 費 8,023 458 8,481 14,125 ▲5,644 ▲40.0 １４ 公 債 費 79,238 0 79,238 78,454 784 1.0 １５ 諸 支 出 金 21,208 0 21,208 22,460 ▲1,252 ▲5.6 １６ 予 備 費 100 0 100 100 0 0.0 455,139 32,774 487,913 470,681 17,232 3.7 合　　　　計

平成２５年度当初予算案Ａ 平成２４年度２月補正案Ｂ区　　　　　　　分 Ａ ＋ Ｂ 平成２４年度予 算 額 比 較



１５１５１５１５

02004006008001,0001,2001,400 Ｈ１６Ｈ１
７Ｈ１８

Ｈ１９Ｈ２
０Ｈ２１

Ｈ２２Ｈ２３
Ｈ２４Ｈ２５

県
税
の
推
移

（億円） 利子割県民税
法人関係税その他

1,028

産業廃棄物税 創設1,055
個人県民税

1,036
H23までは決算額、H2

4は当初予算額、H25は
当初予算案

1,0981,328 税源移譲 （個人県民税）1,259 地方法人特別譲与税 創設1,107

森林環境税 創設

1,050 1,02
6

1,007



１６１６１６１６

53.4%54.7%
53.6% 53.4%

54.8%57.7%58.2%
59.0%60.5%

53.7%

02,0004,0006,0008,00010,00012,00014,000 Ｈ１６Ｈ１７
Ｈ１８Ｈ１９

Ｈ２０Ｈ２１
Ｈ２２Ｈ２３

Ｈ２４Ｈ２５残高に占める交付
税

措置額の割合
1,2851,503

1,696 1,852
2,0362,441

2,956 3,314
3,650 3,977 163 158 131135 136 11662 22

4,430 4,396
4,5084,496

4,477
4,2534,266

4,125
3,793 3,798

3,557 3,419
3,232 3,113

3,021 2,779
2,725

4,2564,445
2,583

9,5089,696
9,7839,828

1,0361,055
1,0981,328

1,259 1,107
1,050 1,026

1,028 1,007

10,13410,36
710,478

10,79910,84
9

9,860

02,0004,0006,0008,00010,00012,00014,000 Ｈ１６Ｈ１７
Ｈ１８Ｈ１９

Ｈ２０Ｈ２１
Ｈ２２Ｈ２３

Ｈ２４Ｈ２５

（億円）
県

　
債

　
残

　
高
　
の

　
推

　
移

※※
（H23までは決算額、

H24は２月補正（当初
提案）後予算案、H25

は当初予算案） 県税収入額
・表示単位未満で四

捨五入しているため
、数値の計と合計が

一致しない場合があ
る。

　　 　臨時財政対策債
等（全額交付税措置）

　※
　　　通常債（うち交付

税措置分）　※
　　　通常債（うち交付

税措置以外分）
　　　退職手当債(交付

税措置無し）
　　　通常債（うち交付

税措置以外分）

交付税 未措置額 ／県税収入4.3倍
4.3倍4.2倍

4.1倍3.4倍
3.6倍4.1倍

4.2倍4.3倍
4.3倍

臨時財政対策債等 （全額交付税措置） 通常債 （交付税措置分） 通常債 （交付税措置なし） 退職手当債 （交付税措置なし）
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99 93
87 82

8198
141180184

124
429 378 353 305 285

302307
333343

351
528 471 440 387 36

6400448513527
475

0100200300400500600700 Ｈ１６Ｈ１
７Ｈ１８

Ｈ１９Ｈ２
０Ｈ２１

Ｈ２２Ｈ２
３Ｈ２４

Ｈ２５

財
政
調

整
基
金

・
県
債
管

理
基
金

の
残
高

の
推
移

財政調整基金 県債管理基金 財政調整基金＋県
債管理基金

（億円）

（年度）

（Ｈ23までは決算額、 H
24は２月補正（当初提

案）後予算案、Ｈ 25は
当初予算案）



１８１８１８１８

18.419.521.722.5 19.4 15.420.220.921.6
22.0

17.317.7
19.635.637.3 36.5 33.9 33.233.8

33.6
15.7 14.815.3

15.3 14.8
15.215.8

15.315.7
14.9

0.05.010.015.020.025.030.035.040.045.0 Ｈ１６Ｈ１７
Ｈ１８Ｈ１９

Ｈ２０Ｈ２１
Ｈ２２Ｈ２３

Ｈ２４Ｈ２５
年度

県
民
１
人

あ
た
り
法

人
２
税

・
個
人

県
民

税
・
地

方
消

費
税
の
推

移

法人２税個人住民
税地方消費税

※Ｈ２１以降の法人
２税には、地方法人

特別譲与税を含む

（千円／人）
（Ｈ２３までは決算額、

Ｈ２４は当初予算額、Ｈ
２５は当初予算案）



総務部 財政課

TEL 0742-22-5704

FAX 0742-23-6895

http://www.pref.nara.jp/dd_aspx_menuid-11790.htm


